








































有することを指摘した。また、106 条 2 項（旧 86 条 2 項）には、域内市場における、EU
レベルの政策と加盟国内の政策の調整機能があることを指摘した。 
 第Ⅱ章と第Ⅲ章では 106 条 2 項（旧 86 条 2 項）に関連する競争法の判例に対象を絞り、



































則」と「EU 法の優越の原則」というふたつの EU 法上のルールが権限配分を規律している
ことから「共同体アプローチ」が妥当するといえそうである。しかし、判例において「一
般的経済利益を有するサービス」に該当しないとの判断が明示的になされたのは Merci 













で明らかにした事項は、以下の 6 点としてまとめることができる。第 1 に、「任務遂行の阻
害要件」の充足の判断のための基準として、1970 年代から 1990 年代初頭までは厳格なテ
スト（非両立性テストおよび不可欠性テスト）が用いられていたが、1993 年 Corbeau 事件
先決裁定を転換点として、より緩やかな「必要性テスト」が用いられるようになった。同











Corbeau 事件先決裁定に比べて、106 条 2 項（旧 86 条 2 項）に基づく競争法からの逸脱を














要性テスト」に近い判断基準を示した欧州委員会の 2 件の決定が存在することを指摘した。 
















































旧 16 条が改正された 14 条において、欧州議会と理事会に新たな立法権限が付与されてい
る。同じく「一般的経済利益を有するサービス」に関する二次立法の根拠となる 106 条 3




















































的と実現手段に緩やかな比例性が充足される限りにおいて、競争的価値は 106 条 2 項（旧
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86 条 2 項）の下ではほとんど考慮されず、競争と公益との微妙なバランシングに基づく判
断は行われていないと解される。 

























 以上に述べた 3 つの要素が、各時点における EU の状況に照らして相互に作用し、公共
サービスに対する競争法の限界を決するのではないかとするのが第 1 の課題に対する本稿
の結論である。3 つの要素は、いずれも EU に特有の要素を内在する点に注意を要する。 
 
②現時点における正当化の判断基準 





























の判断を回避する態度をとったため、実質的には「任務遂行の阻害要件」が、106 条 2 項







こそが、本稿の課題である 106 条 2 項（旧 86 条 2 項）が検討された判例における公共サー
ビスに対する競争法の適用の限界を決するものであると考えられる。「必要性テスト」に合
致する範囲であれば、加盟国の措置や当該事業者の行為は競争法からの逸脱を認められる、
換言すれば「必要性テスト」はその範囲内において競争制限的な措置や行為をとることが
できるという加盟国の裁量の外縁だともいえる。 
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そして、「必要性テスト」の具体的な判断基準は、競争秩序に悪影響を与えることが比較
的明らかな場合にのみ「任務遂行の阻害要件」の充足を否定している（「必要性テスト」の
詳細は第Ⅲ章）。これは非常に緩やかな判断基準であり、結果として、加盟国が公共サービ
ス事業に関して有する政策判断の余地は広いものとなっているといえる。 
 
以上 
 
